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（単位：千円）

《財源内訳》 （単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

157,381 53,806 18,461 52,200 745 32,169

補正額
財 源 内 訳

補正予算の規模

補正前予算額 補 正 額 補正後予算額

27,988,000 157,381 28,145,381
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（限度額変更） （単位：千円）

款項目 目 名 起債の目的 変更理由

変更前 146,000

変更後 198,200
22-1-5 土木債 市道補修事業

市道重政停車場線の改良工事の増額に

よるもの

地方債補正説明書

限度額
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（単位：千円）

款項目 目 名 事 業 名 予算額 繰越額 繰越理由

2-1-3 会計管理費 ＡＩ－ＯＣＲ標準システム対応事業 6,708 6,708
地方公共団体情報システムの標準化の稼働時期が変

更となったため

2-1-7 企画費 関係人口創出事業 2,221 2,221

国の地方創生推進交付金（地域未来交付金）が令和

８年度事業に対して令和７年度中に交付決定された

ため

2-1-11 情報化推進費 自治体システム標準化事業 104,206 103,008
地方公共団体情報システムの標準化の稼働時期が変

更となったため

2-3-1 戸籍住民基本台帳費 戸籍情報システム等改修事業 7,149 5,631
国の補正予算を活用する事業で、年度内に必要な期

間を確保できなかったため

3-1-2 障害者福祉費 障がい者施設等物価高騰対策緊急支援事業 3,699 3,699
国の補正予算を活用する事業で、年度内に必要な期

間を確保できなかったため

3-2-4 介護保険事業費 高齢者施設等物価高騰対策緊急支援事業 10,803 10,803
国の補正予算を活用する事業で、年度内に必要な期

間を確保できなかったため

3-3-1 児童福祉総務費 子育て関連施設物価高騰対策緊急支援事業 965 965
国の補正予算を活用する事業で、年度内に必要な期

間を確保できなかったため

3-3-1 児童福祉総務費 物価高対応子育て応援手当支給事業 6,049 6,049
国の補正予算を活用する事業で、年度内に必要な期

間を確保できなかったため

4-1-3 環境衛生費 小規模集落等水源整備支援事業 6,600 6,600 試掘調査に不測の日数を要したため

4-1-3 環境衛生費 省エネ家電購入促進事業 40,205 40,185
国の補正予算を活用する事業で、年度内に必要な期

間を確保できなかったため

6-1-8 道の駅等管理費 道の駅原尻の滝観光拠点再整備事業 9,790 9,790
公募型プロポーザル審査会の手続に不測の日数を要

したため

「繰越明許費」説明書
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（単位：千円）

款項目 目 名 事 業 名 予算額 繰越額 繰越理由

「繰越明許費」説明書

6-3-1 農地費 市営土地改良事業 24,743 24,743 関係者との協議に不測の日数を要したため

6-3-2 地籍調査費 地籍調査事業 261,008 261,008
国の補正予算により実施計画を前倒しで実施するた

め、年度内に必要な期間を確保できなかったため

7-1-2 商工振興費 関係人口交流拠点施設指定管理委託事業 31,800 31,800

国の地方創生推進交付金（地域未来交付金）が令和

８年度事業に対して令和７年度中に交付決定された

ため

7-1-2 商工振興費 商工業推進事業 570,763 570,763
国の補正予算を活用する事業で、年度内に必要な期

間を確保できなかったため

7-1-4 観光施設管理費 原尻の滝滝見橋改修事業 7,000 7,000

改修実績のない橋りょう形式であることから、より

確実な設計業務を行うために調査と設計を分離発注

したことにより、年度内の設計期間を確保すること

が困難となったため

8-2-3 道路新設改良費 市道改良事業 126,523 48,872 地元との協議等に不測の日数を要したため

8-4-1 都市計画総務費 都市再生整備事業 8,550 8,550 関係者との協議に不測の日数を要したため

11-1-1 農業用施設災害復旧費 農業用施設災害復旧事業 84,200 70,200 資材等の調達の遅延のため

11-2-1 道路橋梁河川災害復旧費 道路橋梁河川災害復旧事業（補助災害） 44,120 25,512 関係者との協議に不測の日数を要したため

1,357,102 1,244,107合  計
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

(補足）
岸田政権経済対策
令和5年度住民税非課税世帯（国R5補正）
1世帯当たり7万円

補正額 計

補
正
理
由

特
定
財
源

県 地方債 その他 一般財源

15,280 19,4954,215 15,280

補
正
内
容

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の実績により、不用額が生じたため

国

□国県等支出金返還金　15,280千円
　　対象事業：低所得者世帯支援枠

補正前

所管課

2 1 7 企画費 企画事業 まちづくり推進課

款 項 目 目名 事業名

細事業名 地域創生事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 10
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

大分県民生委員関係交付金交付要綱の改正に伴い、交付金単価が増額となったため

(補足）

物価上昇等により交付金単価が増額（活動費適正化）

補正前 補正額 計

追加 補正予算書ページ 10

3 1 1 社会福祉総務費 民生・児童委員関係事業 社会福祉課

細事業名 民生・児童委員関係交付金事業

款 項 目 目名 事業名 所管課

特
定
財
源

16-2-2｢民生児童委員活動費交付金｣　　　　　 574千円
16-2-2｢民生児童委員協議会活動推進費交付金｣　49千円

補正区分

11,66411,041 623

国 県 地方債 その他 一般財源

補
正
理
由

補
正
内
容

623

□民生・児童委員活動費等交付金　623千円
　　委員活動費及び協議会活動推進費
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

所管課

3 1 2 障害者福祉費 障害福祉サービス事業 社会福祉課

款 項 目 目名 事業名

計
国 県 地方債 その他 一般財源

細事業名 その他障害福祉サービス事務事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 10

補正前 補正額

補
正
内
容

□調査協力謝礼金　　　　　　　　110千円
□消耗品費　　  　　　　　　　　　8千円
□通信運搬費　  　　　　　　　　　4千円
□電算システム改修業務委託料　　525千円

525 4,4873,840 647 122

補
正
理
由

①県からの委託により、障害者施策の推進の基礎資料のための「生活のしづらさなどに関する調査」を
実施するため
②令和７年度税制改正に伴い、電算システムの改修を行うため

①特定親族特別控除創設に伴うシステム改修（重度医療、特別障害者手当等の算定）を行う
②2地区が対象となり、令和8年4月30日に県から通知（前回は令和4年度。10割補助）

特
定
財
源

16-3-2｢身体障害児・者等実態調査委託金｣　122千円
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

11,683

款 項 目 目名 事業名 所管課

その他 一般財源国 県 地方債

追加 補正予算書ページ 11

補正前 補正額

補
正
理
由

生活保護基準の見直しに係る追加給付を行うため

(補足）
・最高裁判決（R7.6）によるもの
・厚生労働省の概要説明が令和7年12月以降から順次行われ、それからの対応となったため
・国庫補助10/10

補
正
内
容

□時間外・休日勤務手当　　400千円
□消耗品費　　　　　　　　 50千円
□印刷製本費　　　　　　　 30千円
□通信運搬費　　　　　　　 80千円

特
定
財
源

15-2-2｢最高裁判決による保護費等追加給付事務体制整備等事業費補助金｣　560千円

3 4 1 生活保護総務費 生活保護総務事業 社会福祉課

細事業名 生活保護事務事業 補正区分

計

560 56011,123
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

補
正
内
容

□扶助費　　39,618千円

特
定
財
源

15-1-1｢生活保護費負担金｣　29,713千円

864,961 39,618 29,713 9,905 904,579

生活保護費支給事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 11

補
正
理
由

生活保護基準の見直しに係る追加給付を行うため

(補足）
・最高裁判決（R7.6）によるもの
・厚生労働省の概要説明が令和7年12月以降から順次行われ、それからの対応となったため
・要求額は厚労省提供の「追加給付所要額算定ツール」による概算。執行段階で世帯毎に精査する
・国補助率は通常と同じく3/4

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目

生活保護事業 社会福祉課

細事業名

目名 事業名 所管課

3 4 2 生活保護費
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

補
正
内
容

□おおいた園芸産地づくり支援事業補助金　14,617千円
　　栽培棚資材導入（キウイフルーツ）
　　　実施主体：ＪＮＮ ＡＧＲＯ（株）
　　　事業費　：29,234千円（補助率1/2）

特
定
財
源

16-2-4｢おおいた園芸産地づくり支援事業費補助金｣　　14,617千円

86,750 14,617 14,617

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目 目名 事業名

101,367

補
正
理
由

国事業を活用した「産地生産基盤パワーアップ事業」に取り組むため

(補足）
3月に国へ要望額調査を提出。国からの内報が4月以降であったため、当初予算には間に合わなかった。4
月2日付けで大分県宛に内報が届いたため6月補正にて対応

所管課

6 1 4 園芸振興費 園芸振興事業 農業振興課

細事業名 園芸産地整備事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 11
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

10,667 2,025 1,349 676 12,692

補
正
理
由

事業対象機器の追加及び資材高騰により事業費が増額となったため

(補足）
令和8年4月下旬に説明会があり、その後に県と事前に協議を実施

補
正
内
容

□生産性向上対策事業補助金　2,025千円
　　追加対象機器
　　　・カラス撃退レーザー
　　　・分娩検知システム
　　　・体温監視システム
　　資材高騰によるもの
　　　・牛舎改修

特
定
財
源

16-2-4｢畜産生産振興対策事業費補助金｣　1,349千円

畜産業振興費 経営基盤強化対策事業 農業振興課

細事業名 畜産生産振興対策事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 12

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

6 2 1

款 項 目 目名 事業名 所管課
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

393,004 72,000 16,997 52,200 2,803 465,004

補
正
理
由

市道重政停車場線の改良工事に伴い、資材物価高騰及び工法等の見直しにより、工事費が増額となった
ため

(補足）
①二次製品高騰による増額
②改良舗装工事の工期及び工区の組み替えによる増額（R9社交金の活用を図る）
③暗渠バイパス設置工事の追加による増額（補助外だが、他の工事に影響あるので前倒しで実施）
④アーチ・街路灯撤去工事の追加による増額

補
正
内
容

□市道維持補修工事請負費　 72,000千円
　　・重政停車場線改良舗装工事L=180m
　　・重政停車場線暗渠バイパス設置工事
　　・アーチ、街路灯撤去工事

特
定
財
源

15-2-4｢社会資本整備総合交付金｣　16,997千円
22-1-5｢市道補修事業｣　　　　　　52,200千円

8 2 2 道路維持費 市道維持管理事業 建設課

細事業名 単独維持補修事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 12

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

項 目 目名 事業名 所管課款
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

16,800 7,000 3,500 1,750 1,750 23,800

補
正
理
由

がけ地近接等危険住宅移転補助事業の補助申請があったため

(補足）
4月に本事業の申請相談があり、県と協議し、国県補助を追加し申請を受け付けることとなったため（昨
年度の内示額の枠があったため現年度対応可能となった）

補
正
内
容

□がけ地近接等危険住宅移転補助事業補助金　7,000千円
　　対象費用
　　　・危険住宅除却費
　　　・動産移転費
　　　・利子補給分（建物・土地）

特
定
財
源

15-2-4｢公営住宅建設事業費補助金｣  　　　　　　　　　3,500千円
16-2-6｢がけ地近接等危険住宅移転補助事業費補助金｣　  1,750千円

目名 事業名 所管課

8 5 2 住宅建設費 住宅・建築物安全ストック形成事業 建設課

細事業名 住宅・建築物安全ストック形成事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 12

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

款 項 目
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主要歳出説明書 （単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

補
正
理
由

原油価格や物価の高騰に伴い、航空運賃やバス借上料等が増額したため

(補足）
参加予定人数は減少（15→13名）したものの、主としてバス借上げ料、訪韓時の航空運賃、引率者宿泊
費が増加したため

補
正
内
容

□国際交流補助金　745千円

特
定
財
源

19-2-12｢教育未来ゆめ基金繰入金｣ 　　745千円

補正前 補正額 計
国 県 地方債 その他 一般財源

2,814 745 745 3,559

款 項 目 目名 事業名 所管課

10 5 1 社会教育総務費 青少年健全育成事業 社会教育課

細事業名 中学校国際交流事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 12
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